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質問

（１）地球温暖化論への疑問

① ＣＯ２濃度の上昇は地球温暖化を引き起こすのか？

② ＣＯ２濃度の上昇は温暖化の「結果」ではないのか？

③ 地球温暖化は問題とすべきことなのか？

寒冷化が民族大移動や大飢饉を引き起こしてきたのではないのか？

（２）ヒートアイランド現象が問題では？

都市のヒートアイランド現象がゲリラ豪雨を引き起こしている。

１ 地球温暖化懐疑論について

国は地球温暖化で洪水が激化し、渇水が深刻化することを前提にして、
これからの水行政及び河川行政を進めようとしている。
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「地球温暖化－ＣＯ２主犯説を切る」（2014年6月28日 東京工業大学准教授 飯尾俊二）より

① ＣＯ２濃度の上昇は地球温暖化を引き起こすのか？
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「地球温暖化に騙されるな！」（東京工業大学教授 丸山茂徳 講談社）より

② ＣＯ２濃度の上昇は温暖化の「結果」ではないのか？
（気温の変化に対応してやや遅れてＣＯ２濃度が変化している。）
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③ 地球温暖化は問題とすべきことなのか？
寒冷化が民族大移動や大飢饉を引き起こしてきたのではないのか？

「地球温暖化－ＣＯ２主犯説を切る」（2014年6月28日 東京工業大学准教授 飯尾俊二）より 8



都市のヒートアイランド
現象が問題ではない
のか？

東京の平均気温は過
去130年間に約３℃上
昇した。
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（１）アスファルトやコンクリート等の人工物による地表面の被覆

水面、草地、水田、森林等では、地表面が水分を含んでいるため、水の
蒸発に伴う熱の吸収が気温の上昇を抑える働きをするが、都市では地
表面の被覆で地表面から大気への直接的な加熱量が大きくなり、気温
が上昇する。

ヒートアイランド現象の原因

（気象庁のＨＰより）

コメント

草地では夏期は太陽からの正味放射量の約7割が蒸発に使われるとされている。
10



（２）建築物の影響
（主に夜間のヒートアイランド現象
の要因）

建築物は、太陽からの直達光など
の一部を吸収し、日中に蓄積した
熱を夜間に放出する。また、地表
面からの放射冷却を妨げ、都市の
気温の低下を抑制する。

ヒートアイランド現象の原因

（気象庁のＨＰより）

日中に蓄積した
熱を夜間に放出

（３）人工排熱の影響

人工排熱の影響は、人口が集中す
る地域の局所的な高温の要因とな
る。
都市の多様な産業活動や社会活
動に伴って熱が排出され、特に都
心部の人口が集中する地域では、
昼間の排熱量は局所的に真夏の
日中の太陽から受ける日射量の
10％程度に相当する。
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（４）風の通り道をさえぎってしまった臨海部副都心開発

東京湾からは七－九月に都心に向けて頻繁に風が吹く。この海風こそが
都心に流れ込み、ヒートアイランド効果を軽減する役割を果たしてきた。
尾島俊雄早稲田大学教授は「ビル群によるトーキョー・ウォールがこれを
せき止めつつある。構造改革特区で景気浮揚を目ざしながらエネルギー
換算で数十億円を失っている計算だ」と苦笑いする。
（東京新聞2004年6月19日）

ヒートアイランド現象の原因
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（東京日動火災のＨＰより）

集中豪雨のメカニズム
（ヒートアイランドで上昇気流がつくられ、積乱雲が発生）

大量の水蒸気を含む暖かい空気が、上昇気流により上昇することで
雲が発生。周囲の空気を吸い込みながら上昇した雲が大きな積乱
雲へと変化。
上空で冷たい空気に冷やされた積乱雲は、その中で氷の粒をたくさ
ん作り、それが落下することで激しい雨を降らせる。

ヒートアイランド現象が引き起こすゲリラ豪雨
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質問

〇 環境省ＰＴの３月報告では「地球温暖化で21世紀終わりには洪水
被害額が倍増する」などの予測結果が示されたが、洪水激化の予測
はどの程度の確実性を持ったものなのか？

〇 環境省の６月報告では「地球温暖化で21世紀終わりには無降水
日が12～22日増加する」などの結果が示されたが、渇水深刻化の予
測はどの程度の確実性を持ったものなのか？

〇 地球温暖化による将来の洪水および渇水の予測はどこまで可能
なのか？

２ 地球温暖化の影響の予測精度について

地球温暖化が進むと、洪水が激化し、渇水が深刻化するという予測
結果が次々と発表されている。
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地球温暖化の日本への影響に
関する報告書を発表する三村信
男茨城大教授（右端）ら研究
チーム
（ＳankeiＢiz 2014年3月18日 ）

環境省ＰＴの発表
2014年3月17日
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洪水被害、世紀末に３倍超 砂浜８５％消失、気温は最大
６．４度上昇

（ＳankeiＢiz 2014.3.18 ）

チームは、４種類のコンピューターモデルによる最新の気候変動予測
を活用し、水害や食料などの分野ごとにどのような影響が出るか計算し
て２０世紀末と比較した。

この結果、今のペースで温室効果ガスの濃度が上がる最悪ケースで
は、今世紀末の年平均気温は、２３道府県で５度以上上昇する可能性
が高いことが分かった。

強い雨の頻度が増すため、今世紀末の洪水被害額は、特に東北、中
部、近畿、四国地方で２倍を超える可能性が高い。ただ、堤防を高くし
たり、ダム容量を大きくしたりするなどの対策を取った場合は、被害額
は大幅に減少した。

海面上昇は約６０センチと予測され、高潮被害額は最大で年間約２６
００億円増加する。
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大気中の温室効果ガス濃度等に関す

るシナリオ（RCP（代表的濃度経路））

・RCP2.6

2100年までにピークを迎えその後減

少する「低位安定化シナリオ」

・RCP8.5

2100年以降も放射強制力の上昇

が続く「高位参照シナリオ」

・RCP4.5とRCP6.0 

これらの間に位置して2100年以降

に安定化する「中位安定化シナリオ」

と「高位安定化シナリオ」

地球温暖化の日本への影響に関する報告書（環境省ＰＴ）

コメント

温室効果ガス濃度のシナリオと全地球気候モ

デルによって、計算結果に大きな違いがある。 17



全球気候モデル
（Global Climate Model, GCM）

・MIROC5（日本，東京大学ほか）

・MRI-CGCM3.0（日本，気象庁気象研究所）

・GFDL CM3（米国，NOAA 地球物理流体力学研究所），

・HadGEM2-ES（英国，気象庁ハドレーセンター）

地球温暖化の日本への影響に関する報告書（環境省ＰＴ）

コメント

温室効果ガス濃度のシナリオと全地球気候モ

デルによって、計算結果に大きな違いがある。 18



平成26年6月6日

環境省の報道発表

「日本国内における気候変動による影響の評価
のための気候変動予測について」

温暖化が最も進めば… 真夏日、今世紀末には５２日増

（朝日新聞2014年6月7日）

地球温暖化が最も進んだ場合、最高気温が３０度以上の「真夏日」となる日は、今世

紀末に全国平均で５２・６日増える――。環境省が６日に発表した最新の予測で、こん

な結果が明らかになった。各地で真夏日が大幅に増え、秋が短くなるという。

予測によると、温暖化が最も進んだ場合、今世紀末の全国平均気温は、１９８４～２

００４年の平均と比べて４・４度上昇する。真夏日は、東日本の太平洋側で５８・４日、

沖縄・奄美地方で８６・７日増える。秋に入っても真夏日が続き、東京で年間３カ月半、

那覇は半年間にわたるようになる。
19



予測計算期間
現在気候：1984年9月～2004年8月
将来気候：2080年9月～2100年8月

気候変動予測モデル
全球気候モデル（MRＩ-AGCM60：水平格子間隔60km）による計算を実施し、その結果から、日

本周辺の気象条件を抽出し、地域気候モデル（MRI-HRCM20：水平格子間隔20km）への入力と
して用いた。

将来予測シナリオ
温室効果ガス濃度に関してRCP（代表的濃度経路）の４シナリオ（RCP2.6/4.5/6.0/8.5）を想定

将来の海面水温の状況
IPCC第5次評価報告書において用いられた第5期結合モデル相互比較計画（CMIP5）データよ

り作成された、3種の異なる特徴を有する海面水温の将来変化の空間パターン
（SST1/SST2/SST3）を適用

積雲対流スキーム
全球気候モデルにおいて、Yoshimura Scheme (YS)、Kain-Fritsch Scheme (KF)、Arakawa-

Schubert Scheme (AS) の3種の積雲対流スキームを適用

環境省の気候変動予測の方法と条件 平成26年6月6日

環境省

コメント 予測モデル、予測シナリオ、海面水温、対流スキームという計算条件の組み

合わせが幾通りもあって、それによって計算結果が少なからず変わってくる。 20



大雨時の降水量の変化 平成26年6月6日

環境省

コメント

幾通りもある計算条件の組み合わせによって、「大雨時の降水量」の計算結果

は大きなバラツキがある。

温
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果
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の
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無降水日数の変化

コメント

幾通りもある計算条件の組み合わせによって、「無降水日数」の計算結果は大

きなバラツキがある。

平成26年6月6日

環境省

温
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国土交通省「水資源分野における気候変動への適応策のあり方検討会」
（座長 沖大幹氏）

気候モデル及び流出モデルで利根川、吉野川、筑後川の将来の河川
流量を計算

気候モデル：気象庁気象研究所の三つの大気循環モデルを使用
現在気候：1979－1998年
将来気候：2080－2099年

（第5回検討会（平成26年2月4日）の資料より）

コメント 計算結果は気候モデルによる違いが大きい。 23



過去20～25年間の流量を再現計算

計算雨量は実績雨量との差をバイア

ス補正した上で使用。

国土交通省「水資源分野における気候変動への適応策のあり方検討会」

コメント

環境省の発表とは異なり、生の計算結果がオープンにされている。 24



３ 国の水資源政策の方向
ー国交省の水資源行政の審議会・検討会についてー

質問
〇 「適応策のあり方検討会」が、ゼロ水（危機的な渇水）のタイムラインの検
討で導き出そうしている水行政の方向性とはどのようなものなのか？

〇 「水資源開発分科会・調査企画部会」は今年 4月に、今後の水資源行政
に関係する課題をすべて網羅するような「中間とりまとめ」を発表したが、この
「中間とりまとめ」の最も重要なポイントとは何か？

〇 「調査企画部会」は今年秋以降に「最終とりまとめ」をまとめ、国交省がそ
れに基づいてフルプランおよびウォータープランを改定することになっている
が、その方向性としてはどのようなケースが考えられるのか？

国交省は地球温暖化による渇水の深刻化を前提にして、

「国土審議会・水資源開発分科会・調査企画部会」と

「水資源分野における気候変動への適応策のあり方検討会」により、今

後の水資源政策の方向を定めようとしている。

25



国土交通省は地球温暖化による渇水の深刻化を前提にして、今後の

水資源政策を検討

今後の水資源政策に関する第三者機関

① 「国土審議会水資源開発分科会調査企画部会」

（座長 沖大幹氏 委員15名）

②の検討会の結果も踏まえて、ウォータープランと各水系フルプ

ランを改定するための基本的考え方をまとめる。

すでに「中間とりまとめ」を今年４月にまとめた。

② 「水資源分野における気候変動への適応策のあり方検討会」

（座長 沖大幹氏 委員6名）

気候変動への適応策などの基本的な問題を検討
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国土交通省「国土審議会水資源開発分科会調査企画部会」

中間とりまとめ（平成26年４月11日）

「今後の水資源政策のあり方について

～『幅を持った社会システム』の構築（次世代水政策元年）～」

コメント
「中間とりまとめ」は水資源行政に関係する課題をすべて網羅するよ

うな内容になっており、その意図するところは判然としない。
「中間とりまとめ」の最も重要なポイントは何か？

「中間とりまとめ」にそって、今年秋以降に「最終とりまとめ」がつく
られ、その後、審議会の答申が出される予定。
その答申に基づいて新しいウォータープランおよび各水系フルプ
ランが策定されることになっている。
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中間とりまとめ【ポイント】の主要部分
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中間とりまとめ【ポイント】の主要部分
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「水資源分野における気候変動への適応策のあり方検討会」
（第７回（平成26年6月17日）の資料より）
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ゼロ水タイムラインのシナリオ

ゼロ水（危機的な渇水）：水源が枯渇し、国民生活や社会経済活動に深刻かつ重大な支障

が生じる状況と定義する。（国土審議会水資源開発分科会調査企画部会） 32



コメント
「水資源分野における気候変動への適応策のあり方検討会」は
ゼロ水（危機的な渇水）のタイムラインのシナリオをしきりに描いている。
そのことによって導き出そうしている水行政の方向性とはどのようなものなのか？
地下水の利用がなぜ、24時間断水が続いてからなのか？
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小泉明首都大学東京教授の発言

国土審議会・水資源開発分科会・調査企画部会 第７回「今後の水資源政策の
あり方について」（2014年2月24日）

要は、どんな雨の降り方をしようが、どういう状況に陥ろうが、国民に対して、水
という、我々の人体の７０％近くを水が占めているわけで、これが途絶えたら大
変なことになると、こういう認識のもとで、皆さん、やられていらっしやると思いま
すし、そういう中では、安全率の話も含めて、1 O年に１回、渇水が起こっていい
という、そういう考え方が、 私はそもそもどうかなという、そういう思いがあります。

それを２０年に１回にしようが、３０年に１回にしようが、それはあってはいけない、
ないほうがいいと。その結果が非常に非経済的になるのであれば、十重二十重
のいろんな対応を考えていかなければいけないのですが、少なくとも、そういう
ことがないようにしようという、そういう強い意思を示していただきたい。

それで2050年なんていう目先のことではなくて、2100年、2200年、2300年、永遠
に我が国の水資源は大丈夫だというふうな、そういう意思をこれから示していか
ないと、いつか言いわけをすることになります。想定外とこの先も言わないでい
ただきたいという希望でございます。
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質問

〇 新しく策定されるウォータープランおよび利根川・荒川水系等のフルプランでは、現

在のウォータープランやフルプランで想定した2/20渇水年よりもっと厳しい渇水年、例え

ば、戦後最大の渇水年への対応が必要だということになるのか？

〇 そのために、経年貯留ダム（通常年では使用せず、厳しい渇水年だけ使用するダ

ム）が必要だという方向性が示されるのか？

〇 「ゼロ水（危機的な渇水）」への対応策は、そのための検討ではないのか。

〇 ゼロ水への対応で最も有効な対策は地下水の利用ではないのか？

（行政が水道水源井戸を各所に設置して、普段は地盤沈下が起きない程度の地下水利

用にとどめ、「ゼロ水」発生時に地下水利用量を大幅に増やす方法）

〇 今後は人口が減少し、水需要が一層縮小していくことは必至であって、水需給の状

況が様変わりしていくから、フルプランの役目はすでに終わったのではないのか？

４ 今後の水需給と新たな利根川・荒川フルプランについて

国交省は、国土審議会・水資源開発分科会の答申を得て、2015年度以降、ウォーター

プランおよび利根川・荒川水系等フルプランを改定することを企図している。
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利根川流域６都県全体
の水道用水の動向

1992年度以降、ほぼ減少
の一途を辿り、2011年度
までの19年間に約200万
㎥/日も減少した。

この減少量は八ッ場ダム
の開発水量143万㎥/日
(通年換算)の1.4倍にもな
る。
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利根川流域全体で見れば、人口お

よび給水人口はまだ少し伸びてい

るから、一日最大給水量の減少傾

向は一人当たりの水量が減ってき

たことによるものである。

利根川流域６都県の上水道の一人

一日最大給水量はかなりのスピー

ドで減ってきており、1992年度から

2011年度までの19年間に24％も減

少している。

一人一日最大給水量の減少要因

① 漏水防止対策による漏水の減少

（有収率の上昇）
② 一年を通しての生活様式の平準化

（負荷率の上昇）

③ 節水型機器の普及等による節水の

進行

（一人当たり使用水量の減少）
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利根川流域６都県のうち、群
馬、栃木、茨城、千葉県は人
口がすでに減ってきているが、
東京都と埼玉県も入れた利
根川流域全体ではまだほん
の少し増えている。

しかし、2013年3月に国立社
会保障・人口問題研究所が
発表した推計では、2020年
以降は利根川流域全体の人
口も減少傾向となり、その後
はかなりのスピードで減って
いく。
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利根川流域６都県は節水型機器
の普及などによって今後も一人一
日最大給水量が減っていき、一方
で人口および給水人口も近い将来
は減少傾向になるので、一日最大
給水量は減少傾向が今後も続き、
人口の減少によって拍車がかかり、
矢印のように推移していくことは確
実である。

ところが、国交省の第五次利根川
荒川フルプラン（利根川荒川水系
水資源開発基本計画）では急増し、
2015年度には2004年度実績の約
1.2倍になるとしている。このような
架空予測によって、八ッ場ダム、思
川開発、霞ケ浦導水事業の必要性
が作り出されている。
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東京都水道は保有水源を正当に
評価すれば、220万㎥/日以上と
いう大量の余裕水源を抱えてい
る。

東京都水道局の水需給計画

2015年度の一日最大給水量
592万㎥/日

東京都による保有水源の評価
（現保有水源 625万㎥/日）

八ッ場ダム、霞ケ浦導水完成後
680万㎥/日

完成後の2/20渇水年の評価量
591万㎥/日

東京都は2/20渇水年に対応する
ために、八ッ場ダム等が必要だと
している。
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「新しい全国総合水資源計画（ウォータープラン２１）」 国土庁

2010年から2015年を概ねの目標年度として1999年6月に策定

（法定計画ではないが、各水系フルプラン〔注〕の上位計画）

「通常の年」

水資源開発施設の利水基

準年（利根川は1960年）

「水不足の年」

最近20年間で第２位の渇

水年（2/20渇水年）

（利根川は1987年）
（近年は少雨化傾向を示しているの
で、最近20年間で設定）

「戦後最大級の渇水年」

〔注〕水資源開発促進法により、7水系が指定され、各水系のフルプラン（水資源開発基本
計画）が策定されている。（７水系：利根川、荒川、豊川、木曽川、淀川、吉野川、筑後川）
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「新しい全国総合水資源計画（ウォータープラン２１）」（1999年）

かつてのような水需要の急激な伸びは見られなくなっており、２０１５年までに

完成が予定されている施設の建設が全て見通しどおり進んだ場合には、「戦後

最大級の渇水の年」には供給量が不足するものの、「通常の年」や「水不足の

年」においては、安定的な供給が可能になると見込んでいます。

国土交通省のＨＰより

コメント

水需要の増加傾向がなくなり、水需要予測も多少控えめの増加の予測にせざ

るをえなくなった。

しかし、それでは将来の水需給計画で水余りが明瞭となって、新たな水源開発

事業を推進することが困難になる。

そこで、保有水源の供給可能量を小さく評価することにし、従来から用いていた

「通常の渇水年」ではなく、「水不足の年」（最近20年間で第2位の渇水年）の供給

可能量を用いて水源評価量を切下げ、水需給のバランスを保つことにした。

要するに、新規の水源開発事業を推進するために新たに作り出された口実で

あり、ダム事業の延命策である。
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2015年度の計画値

需要 一日最大取水量 172.2㎥/秒

供給 ① 通常渇水年の供給量 188.8㎥/秒

② 2/20渇水年の供給量 164.6㎥/秒

③ 戦後最大渇水年の供給量 150.6㎥/秒

第５次利根川・荒川水系水資源開発基本計画（フルプラン）

① ② ③

② 2/20渇水年の供給量

利根川水系ダム ①の78.6％

荒川水系ダム ①の71.8％

（ただし、科学的な根拠は希薄）

八ッ場ダム等の水源開発事業は2/20渇水年で大きな不足にならないために必要とさ

れている。 43



新しいウオータープランおよび利根川・荒川等のフルプラン

今年秋以降にまとめられる「国土審議会水資源開発分科会調査企画部会」の 最終

取りまとめに基づいて来年度以降、策定される予定

可能性（１）

現計画で想定している2/20渇水年でなく、戦後最大渇水年の到来にも対応できる

ように、ダム建設等の水源開発事業を新たに計画する。

可能性（２）

ゼロ水（危機的な渇水）の到来に備えるため、経年貯留ダムを設置する。

（経年貯留ダム：通常の年は使用しないで、異常渇水時のみ使用するダム）

経年貯留専用の新規ダムの建設か、または既設ダムに経年貯留の利水容量を

確保するため、既設ダムの嵩上げを計画する。

可能性（３）

異常渇水に備えるため、ダム貯水の有効利用を図れるよう、ダム間を結ぶ導水路

を計画する。
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地下水のメリット

★ 地下水は安全性が高い水源
〇 放射性物質による汚染なし

2011年３月には福島第一原子力発電所事故の影響で利根川水系水道水は放射
性物質ヨウ素１３１の汚染が重大な問題になったが、この時に放射性物質汚染に対
して最も安全性が高かったのは地下水を水源とする水道水であった。

〇 ホルムアルデヒト汚染とも無縁
2012年５月には利根川系水道水のホルムアルデヒト汚染が大きな問題になった。

原因は、産廃業者がヘキサメチレンテトラミンを含む廃液を利根川の支川に排出し
たことによるもので、利根川水系の浄水場で加える塩素とヘキサメチレンテトラミン
が反応してホルムアルデヒトが生成された。この汚染と無縁であったのは地下水を
水源とする水道水であった。

★ 大震災時にも井戸の破損なし
井戸のケーシングは大地震時にも破損することがないので、地下水を非常用の水

源としても利用できる。

★ 地盤沈下の沈静化
地盤沈下はほとんどの地域で沈静化しており、地下水を一定の範囲で利用し続

けることが可能となっている。
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５ 国の治水政策の方向
ー国土交通省の治水行政の審議会についてー

質問

〇 国交省は「気候変動に適応した治水対策検討小委員会」の審議に基づき、

具体的にどのような治水対策を打ち出す考えなのか？

〇 実現性ゼロで、絵に描いた餅でしかない河川整備基本方針を前提として、

それを上回る外力を想定した対策を考えることは無意味ではないのか？

〇 従来の治水計画の考え方「ダムによる洪水調節＋河道改修」を前提とす

るのではなく、想定外の洪水が来ても壊滅的な被害を受けないように、また、

頻発するゲリラ豪雨にも対応できるように、治水対策のあり方を根本から改め

る必要があるのではないか？

国交省は、社会資本審議会河川分科会 「気候変動に適応した治水対策検討

小委員会」で地球温暖化による洪水激化への対応策を検討している。
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国土交通省は地球温暖化に伴う洪水の頻発・激甚化を前提にして、

今後の治水政策を検討

社会資本審議会河川分科会

「気候変動に適応した治水対策検討小委員会」

（委員長 福岡捷二氏 委員21名（沖大幹氏ほか））

今後の予定

小委員会

平成26年度中 中間とりまとめ（案）のとりまとめ

河川分科会

平成26年度

中間とりまとめ「水災害分野に係る気候変動適応策のあり方について」

平成27年度

最終とりまとめ「水災害分野に係る気候変動適応策のあり方について」

（答申）

その後、河川行政へ反映
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流域レベルでのリスク評価と適応策の検討のイメージ

○これまでは施設等の整備の目標とする外力の規模までの被害を防止する
よう施設等を整備

○これからは現況の安全度や計画規模を上回る外力についても想定した上
で、流域全体でのリスクを評価し、「多重防御」の考え方を踏まえ、流域、まち・
地域、住民等といったあらゆるレベルでリスクを軽減するよう対策を推進

第14回 小委員会（平成26年6月30日）の資料

「今後さらに取り組むべき水災害分野の気候変動適応策（案）について」

○気候変動に伴い現況の安全度や計画規模を上回る外力の発生頻度の増大
が予測されており、被害の頻発、激甚化だけでなく、複合的な要因により過去に
例のない被害が発生することも想定される。

○東日本大震災の教訓に基づき津波対策において導入されたハード・ソフトの
施策を柔軟に組み合わせた「多重防御」の考え方を踏まえ、流域、まち・地域、
住民等といったあらゆるレベルでリスクを軽減するための対策を推進する。

48



コメント 河川整備基本方針の計画規模を超える洪水が来ても、リスクを軽減する

対策を進めるということであるが、その計画規模そのものが現実性を失っているから、

超過洪水への対策を具体化することが困難である。

第14回 小委員会（平成26年6月30日）の資料
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河川整備基本方針と河川整備計画

河川整備基本方針
河川整備の長期的な目標を定める。基本高水流量、計画高水

流量の数字はきめるが、それらはあくまで長期的目標の数字で
あり、達成に要する期間は定めない。

河川整備計画
今後20～30年間に実施する河川整備の事業計画を定める。

（利根川の場合は30年間）
整備計画としての目標流量を設定して、それを達成するために

必要な河川整備の内容を記載する。

コメント
河川整備基本方針の目標流量（基本高水流量）がきわめて過大に設

定されているため、実現性がない基本方針になっている河川が多い。
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利根川水系の河川整備基本方針と河川整備計画（八斗島地点）

1/200 1/70～80

コメント 利根川の河川整備基本方針は実現性ゼロの机上の計画になっている。 51



多摩川水系の河川整備基本方針と河川整備計画（石原地点）

1/200 戦後最大

コメント 多摩川の河川整備基本方針も実現性ゼロの机上の計画になっている。 52



実現性ゼロで、絵に描いた餅でしかない河川整備基本方針を前提とし

て、それを上回る外力を想定した対策を考えることは無意味である。

利根川の場合、３０年間で実施する河川整備計画さえも実現性が危うい。

〇 利根川・江戸川河川整備計画（本川のみ）の予定事業費

約８６００億円

（八ッ場ダムの残事業費を含むが、スーパー堤防は含まない）

〇 江戸川下流部 延べ２２ｋｍのスーパー堤防の整備費用

北小岩一丁目１２０ｍのスーパー堤防の予定事業費４７億円から

比例計算すると、約８０００億円

〇 利根川の支川（霞ケ浦、鬼怒・小貝川、渡良瀬川等）の整備費用

河川整備計画が未策定なので、事業費が不明
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必要とされている治水対策

従来の治水計画の考え方「ダムによる洪水調節＋河道改修」を前提とするのでは
なく、想定外の洪水が来ても壊滅的な被害を受けないように、また、頻発するゲリ
ラ豪雨にも対応できるように、治水対策のあり方を根本から改める必要がある。

１ 耐越水堤防の必要性
（耐越水堤防：洪水が堤防を越流しても破堤しない又は破堤しにくい堤防）

① 想定外の大洪水が来ても、堤防が一挙に崩れることがないので、壊滅的なダメージを
回避することが可能となる。

② 堤防の天端まで洪水を流すことができるようになれば、河川の流下能力が飛躍的に高
まり、大きな洪水への対応が可能となる。

③ 利根川・江戸川は洪水時に、浸透による破堤の危険性がある堤防が６割に及んでいる
ので、耐越水堤防への強化は浸透による破堤の防止対策にもなる。

最も望まれる対策は、ソイルセメント連続地

中壁工法など、安価な工法で堤防を強化し、

破堤しにくい堤防に変えていくことであるが、

国交省は土堤原則を盾に安価な堤防強化

工法の導入を認めようとしない。
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２ 内水氾濫対策の強化が急務

２０１１年台風12号は群馬県

南部で記録的な大雨

→ 群馬県内で床上浸水

14棟、床下浸水89棟の被害

利根川とその支川からの越水

ではなく、内水氾濫（小河川の

氾濫を含む）による被害であっ

た。

朝日新聞群馬版
2011年9月2日

最近の利根川流域の浸水被害はほとんどがゲリラ豪雨などによる内水氾濫（末端河川

の氾濫を含む）であり、利根川からの越流による浸水はなくなっているので、内水氾濫対

策の強化が急務である。

55



６ これからの社会と河川行政について

質問

〇 従来の河川行政は八ッ場ダムやスーパー堤防に代表されるように巨額の河川予算

を使うことを前提としていたが、これからは最小の費用で最大の効果がある治水対策を

選択せざるをえないのではないか？

〇 利根川を例にとれば、治水対策として最も望まれる対策は、ソイルセメント連続地中

壁工法など、比較的安価な工法で堤防を強化し、破堤しにくい堤防に変えていくことと、

内水氾濫対策を強化していくことではないか？

〇 昨年9月25日の朝日新聞のインタビュー記事で沖大幹氏が語った「2012年10月にハ

リケーン・サンディが米東海岸に上陸したとき、ニューヨーク市は上陸前から地下鉄や電

車、バスをすべて止め、証券取引所も２日間休場にしました」のように、ソフトの対策で極

力対応することを考えるべきではないか？

〇 滋賀県が今年３月に流域治水推進条例（危ないところに住まないように誘導する）を

策定したが、このような治水対策も有効ではないのか？

これからの日本は、「人口の減少」、「高齢化率の上昇と生産年齢人口比率の低下」、
「既存社会資本の維持管理・更新費用の急増」が進行し、社会の根底が揺らいでいく
ので、河川行政のあり方も根本から変えていかなければならない。
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東京都総務局行政部

東京都を例にとって

一極集中が進むかのよう

に思われる東京都も例外

ではない。

将来の日本が抱える三つの問題

① 人口の減少

② 高齢化率の上昇と
生産年齢人口比率の低下

③ 既存社会資本の維持管理・
更新の必要費用が急増
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① 人口の減少

（「東京の自治のあり方研究会中間報告」より）

2010年
1,316万人

2050年
1,175万人

2100年
713万人
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② 高齢化率の上昇と生産年齢人口比率の低下

（「東京の自治のあり方研究会中間報告」より）
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② 高齢化率の上昇
と生産年齢人口比率
の低下

2050年には現役世代1.4人で
１人の高齢者を支える社会が
到来し、財政が成り立たなくな
る可能性がある。
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東京都においても、1955年頃から1975年頃の高度経済成長期に集中
的に整備された橋梁、下水道、都営住宅、小中学校などの公的都市
インフラが一斉に更新時期に。

（「東京の自治のあり方研究会中間報告」より）

③ 既存社会資本の維持管理・更新の必要費用が急増
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老朽化対策費は一部だけ

国の15カ月予算（平成24年度補正予算＋25年度当初予算）
老朽化対策の公共事業関係費は5,880億円

日本では平成24年度から再び公共事業費の大盤振る舞い

国の15カ月予算（平成24年度補正予算＋25年度当初予算）
公共事業関係費 9.2兆円（一般会計と特別会計（重複分を除く））

2年前の15カ月予算（平成22年度補正予算＋23年度当初予算）
公共事業関係費 6.8兆円

老朽化対策予算の割合は、わずか6.4％
メンテナンス元年と言いながら、既存インフラの対策は隅っこへ
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ハリケーン「サンディ」（2012年10月）：タイムラインによる緊急避難

タイムラインが注目を集めたのは、２０１２年に米国とカナダで１００人以上が死亡
したハリケーン「サンディ」。 襲来時、米・ニュージャージー州では州知事がタイム
ラインに基づき上陸３日前に緊急事態宣言、３６時間前には高潮が想定される地
域に避難勧告を出し、あらかじめ避難した地域の多くで犠牲者をゼロに抑えた。

（CeMI 環境・防災研究所 副所長松尾一郎）

ニューヨーク市も上陸３日前
に地下鉄の運行停止を予
告し、病院には入院患者を
内陸に移送するよう呼びか
けた。地下鉄は一部の駅や
トンネルが高潮で浸水した
が、車両や設備も高台に退
避させていたため、数日後
には主要路線を復旧するこ
とができた。

（読売新聞2014年7月2日）

ハリケーンに対する米・ニュージャージー州のタイムライン

(国交省の調査報告より）
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７ 河川の自然の回復について

質問
〇 円山川水系河川整備計画のように、自然の回復を前面に打ち出し
た取り組みを各河川で進めるべきではないか？

〇 ＮＧＯ利根川流域市民委員会は、かつて利根川の各所にいたウナ
ギが再び生息できるように利根川の堰や護岸等を見直していく「利根
川の未来を考えるカムバック・ウナギ・プロジェクト」に取り組みつつあ
るが、このような取り組みについては？

〇 河川の自然の回復も含めて、河川のあり方についての計画は流
域住民の意見を極力反映してきめていくべきであるが、この住民意見
の反映については？

〇 ダムは川の自然等に大きな影響を与えるものであり、その建設は
他に選択肢がどうしてもない場合に限るべきであって、極力建設すべ
きでないという意見については？ 65



円山川水系河川整備計画は自然の回復を目指したユニークな整備計
画である。

円山川：近畿地方整備局
管轄の兵庫県の一級水系
円山川下流域は2012年7
月にラムサール条約登録
地に指定された。

自然の回復を目指した円山川水系河川整備計画（2013年３月策定）
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円山川水系河川整備計画

連続性の確保

河川内の構造物（井堰、
水門、樋門等）が魚など
の移動の支障とならな
いように、落差をなくす。

水際部の改善

多様な生物の生息・
生育・繁殖の場となる
ように、水際部の形状
や構造の多様化を図
る。
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利根川（茨城・千葉計）

ウナギ漁獲量の変遷

（二平 章「ウナギ資源の減少と河口堰建設」より

「利根川の未来を考えるカムバック・ウナギ・プロジェクト」
利根川流域市民委員会

ニホンウナギが絶滅危惧種に指定された。かつては利根川流域では下流から上流

まで各所にウナギが生息し、食卓の魚になっていたが、今は生息数が著しく減少した。

その原因として次のようなことが指摘されている。

① 河畔や海岸の護岸整備、沿

岸域の埋立や浚渫による藻場や

干潟の減少

→ ウナギの生息場所や餌料生

物の減少

② 堰やダムの建設

→ 河川へのウナギの遡上阻害

③ シラスウナギの乱獲

利根川流域市民委員会は、利根川にウナギがもっと生息できるように、利根川の堰や

護岸等のあり方を見直していく「カムバック・ウナギ・プロジェクト」に取り組もうとしている。68



河川整備計画への関係住民の意見反映は
国会の質疑で約束されたこと

衆議院建設委員会 1997年5月9日（河川法改正の質疑）

尾田栄章河川局長の答弁

「言いっ放し、聞きっ放しというのでは全く意味がないというふうに考えて
おりまして、具体の河川整備計画の案を策定する段階で、十二分に案を
策定するために、案の案、原案の案、そういう意味では原案でございま
すが、これを御提示をいたしまして、それについて御意見をいただく、そ
の上で必要なものについては修正をするという形で考えておりますので
、まさにその河川整備計画に関係住民の皆さん方の意向が反映をして
いくというふうに考えております。 」

自然の回復を目指す河川整備計画をつくっていくための必要
条件が関係住民の参加とその意見反映である。

69



２０１３年１月２９日
関東地方整備局が 「利根川・江戸川河川整備計画（原案）」を発表

（本川のみの整備計画）

２月１日～３月６日 パブリックコメント 84％は反対意見

２月２４日～２６日 公聴会 88％は反対意見

２月１４日、２１日、３月８日、１８日 利根川・江戸川有識者会議の再開
大熊孝委員、関良基委員らが原案の問題点を追及 → 議論打ち切り

４月２４日
関東地方整備局が 「利根川・江戸川河川整備計画（案）」を発表

（原案との違いは若干の文章修正のみ）

都県知事の意見照会

５月１５日
関東地方整備局が 「利根川・江戸川河川整備計画」を策定

「利根川・江戸川河川整備計画」の原案発表から策定までの経過

パブリックコメントおよび公聴会の意見、有識者会議委員での意見
は反映されることはなく、いずれもセレモニーで終わった。 70
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